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区 名 の 由 来

『延慶本平家物語』という軍記によると、治承４年(１１８０年)に挙兵した源頼朝が、
「武蔵国豊島ノ上滝野川ノ板橋」に布陣しています。ここに地名としての「板橋」が初めて
現れ、少なくともこの資料が成立したとみられる鎌倉時代には「板橋」の地名があったこと
がわかります。しかし、地名発祥の由来については、はっきりした史料はなく、一般的には、
中山道が石神井川を横切る地点にかけられた木の橋を“板橋”と呼んだといわれています。

板 橋 区 の 変 遷

明治維新を経て、板橋地域は、東京府に編入され、明治２２年、町村制実施により、板橋
町、上板橋村・志村・赤塚村にそれぞれ役場を開設しました。

その後、板橋地域は、昭和７年、市郡併合によって、隣接２町７村の区域を合わせて東京
市の管轄下となり、東京市３５区の一つとして「板橋区」が誕生しました。

戦後、昭和２２年には、特別区制度の実施に伴い、板橋区もその制度下に置かれました。
さらにその年、本区の面積の約６０％を練馬区として分離し、現在の板橋区となりました。

人 口
570,076人 男：278,723人 女：291,353人

〈内外国人 28,981人 男： 13,925人 女： 15,056人〉

世 帯 323,501世帯〈日本人世帯301,548／外国人世帯17,837／複数国籍世帯4,116〉

位 置 東経：139度37分から同44分 北緯：35度43分から同48分

規 模

面積：32.22㎢

ひろがり：[東西] 7.1㎞（北部） 4.5㎞（南部）

[南北] 6.7㎞（東部） 3.4㎞（西部）

区の木・花・鳥 区の木：ケヤキ 区の花：ニリンソウ 区の鳥：ハクセキレイ

区 民 憲 章

平 和 都 市 宣 言

環 境 都 市 宣 言

交通安全都市宣言

健康福祉都市宣言

昭和57年11月 1日 制定

昭和60年 1月 1日 制定

平成 5年 4月 1日 制定

平成 5年 7月 1日 制定

平成 8年 4月 1日 制定

環境マネジメントシステム

生 活 安 全 都 市 宣 言

板 橋 区 基 本 構 想

板 橋 区 環 境 方 針

平成11年 2月17日

ISO14001認証取得

平成17年 7月 1日 制定

平成27年10月 区議会議決

平成19年 5月10日 制定

提
携
都
市

国 外

平成 元年(1989) 5月12日調印 姉妹都市宣言書：バーリントン市（カナダ）

平成 6年(1994) 9月21日調印 友好提携に関する共同声明：ペナン植物園（マレーシア）

平成 8年(1996)10月19日調印 文化・教育交流協定：モンゴル国文化省・教育科学省（協定締

結時：モンゴル国文部省）

平成 9年(1997)10月 8日調印 友好交流・協力関係に関する合意書：北京市石景山区（中国）

平成17年(2005) 7月 7日調印 友好都市交流協定：ボローニャ市（イタリア）

国 内

平成18年(2006) 11月 2日調印 みどりと文化の交流協定：栃木県日光市

平成20年(2008) 7月 9日調印 友好交流都市協定：石川県金沢市

平成24年(2012) 6月29日調印 連携協力協定：岩手県大船渡市

（令和５年４月１日）
区 勢 の 概 要
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板橋区民憲章
わたくしたち板橋区民は 平和を願い 郷土板橋を愛し 住みよいまちと豊かなあすを築く道しるべとして この憲章を

定めます

１ いのちと健康を大切にし 笑顔で働き 明るく楽しい家庭をつくります

１ 信頼と助けあいで 心の通うあたたかいまちをつくります

１ 自然に親しみ 緑をはぐくみ やすらぎのある美しいまちをつくります

１ 歴史と伝統を受けつぎ ともに学び 文化の香り高いまちをつくります

１ きまりを守り 区民の自覚と誇りをもって すすんで住みよいまちをつくります

昭和５７年１１月１日制定

板橋区平和都市宣言
世界の恒久平和を実現することは 人類共通の願いである

しかるに 現実は 核軍拡競争が激化の様相を示し 人類の滅亡さえ危惧されるところである

われわれは 世界で唯一の核被爆国民として また 日本国憲法の精神からも 再び広島 長崎の惨禍を絶対繰り返して

はならないことを強く全世界の人々に訴え 世界平和実現のために 積極的な役割を果たさなければならない

板橋区及び板橋区民は 憲法に高く掲げられた恒久平和主義の理念に基づき緑豊かな文化的なまちづくりを目指すととも

に 非核三原則を堅持し 核兵器の廃絶を全世界に訴え 平和都市となることを宣言する

昭和６０年１月１日

「エコポリス板橋」環境都市宣言
豊かな自然 澄んだ空気 静かでやすらぎのある暮らしは 私たちすべての区民の願いです

板橋区には みどりと水の豊かな自然やいきいきとしたまちなみなど 誇れる環境が残されています

しかし 近年の盛んな都市活動は かつての良好な環境を徐々に失わせ さらに地球環境をも悪化させています

環境にやさしい暮らし方や事業活動を進めながら かけがえのない地球環境を子孫に引き継いでいくことが 私たちに課

せられた責務です

私たち板橋区民は 真に快適な環境を創造するために 人と環境が共生する都市「エコポリス板橋」の実現を目指してい

くことをここに宣言します

１ 私たちは 毎日の生活が地球環境に影響を及ぼしていることを認識し 地球市民として行動します

２ 私たちは リサイクルの推進やエネルギーの節約に努め 地球の資源を大切にします

３ 私たちは みどりや水 空気を大切に守り 様々な生物が共に生きていける環境づくりに努めます

平成５年４月１日

交通安全都市宣言
首都圏の交通の要所として主要幹線道路が縦断する板橋区は 交通量の増加などにより 交通事故が多発しております

道路交通環境の整備 交通安全意識の高揚 正しい交通ルールとマナーの実践は交通事故防止には欠くことのできないも

のです

わたしたち板橋区民は 悲惨な交通事故のない 安全で住みよいまちの実現を目指して ここに交通安全都市を宣言します

平成５年７月１日
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いたばし健康福祉都市宣言
生涯を通じて 心身ともに健康でいきいきと幸せに暮らすことは 私たち区民すべての願いです

私たちは自らの健康の保持と増進につとめ 住み慣れた地域のなかで安心して生活がおくれるようともに支えあい 地域

福祉の実現に取り組んでいかなければなりません

そのためには 区民一人ひとりが健康を自覚し 健康的な生活習慣を実践するとともに すべての区民が個性ある人間と

して尊重され 生活の向上にむけた主体的な社会参加の機会が保障される福祉の充実が必要です

板橋区及び板橋区民は 区民憲章のもとに生きがいとゆとりをもった健康な生活がおくれるようともに協力して 生涯を

通じた健康づくりと福祉のまちづくりをめざして ここに健康福祉都市を宣言します

平成８年４月１日

ゼロカーボンいたばし2050

近年、世界中で地球温暖化による異常気象が発生し、日本においても、これまで経験したことのない集中豪雨や強大化

した台風などにより、甚大な被害が発生しています。このまま地球温暖化が進むと、その影響は様々な場面で顕在化し、ま

すます深刻化していくことが科学的に示されており、世界は今、気候非常事態に直面しています。

板橋区は、人と緑を未来へつなぐスマートシティを推進し、持続可能な社会を構築するため、気候非常事態を宣言し、あ

らゆる主体と連携・協働して社会全体の自主的な行動変容を促すとともに、エコロジー、エネルギー、エコノミーが調和し

た取組により、2050年に二酸化炭素排出量実質ゼロをめざすことをここに表明します。

1 エネルギーの効率的な利用をすすめ、再生可能エネルギーを最大限活用するまちづくりに貢献します。

2 環境配慮型製品やサービスの普及に努め、限りある資源の循環的な利用をすすめます。

3 持続可能な森林の整備と適正に管理された森林資源の活用を推進するとともに、緑と調和したまちづくりに取り組みま

す。

4 スマートインフラやデジタルトランスフォーメーションを積極的に活用し、地球環境を考えた持続可能な活動を実践し

ます。

5 区民・事業者をはじめとしたオール板橋の協働により、気候変動の影響による被害を防止・軽減し、安心・安全な社会

の構築に貢献します。

令和４年１月26日

いたばし生活安全都市宣言
安全で安心な暮らしを営むことは 私たち板橋区民共通の願いです

今日の変動する社会情勢のなか 区民生活を脅かす様々な犯罪を未然に防止することが大切です

そのためには 地域の防犯力を高めると同時に 区民一人ひとりの防犯意識向上への取り組みが必要になっています

板橋区及び板橋区民は 安全で安心なまちの実現をめざして ここに生活安全都市を宣言します

平成１７年７月１日
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（各年４月１日）

（各年４月１日）

３ 階層別人口構成
（各年４月１日）
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４ 将来の総人口と年齢３区分別人口割合の長期的見通し
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６ 地域別人口増減数

高島平地域

赤塚地域

志村地域

常盤台地域

板橋地域

※町丁目別の人口データは以下のリンクをご参照ください
https://www.city.itabashi.tokyo.jp/kusei/shiryo/toukei/jinko/chocho/index.html

令和4年 令和5年 増減

板橋地域 129,396 130,469 1,073

志村地域 128,415 128,958 543

常盤台地域 86,576 86,620 44

赤塚地域 118,220 118,892 672

高島平地域 104,484 105,137 653

合計 567,091 570,076 2,985

各年４月１日
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国籍 令和３年 令和４年 令和５年

総数 ２７，２５４ ２５,６６３ ２８,３７２

中国

韓国・朝鮮

ベトナム

フィリピン

ネパール

台湾

ミャンマー

米国

タイ

フランス

その他

14,436

3,448

1,731

1,563

1,261

969

399

372

344

265

2,466

13,188

3,289

1,658

1,502

1,334

919

475

358

326

272

2,342

14,382

3,364

1,783

1,503

1,688

987

703

382

350

329

2,901

７ 国籍別外国人住民数

国 勢 調 査 人 口

世帯数 一般世帯比（％）

高齢者世帯

（夫婦とも６５歳以上）
２０，２２０ ６．４

高齢単身者世帯 ３７，９９８ １２．1

核家族世帯

（夫婦又は親子）
１３０，９０４ ４１．６

１人の一般世帯 １７０，８４９ ５４．３

【人 口】 ５８４，４８３人（対前回比：２２，５６７人増）
男：２８６，１７９人
女：２９８，３０４人

【世帯総数】 ３１４，４４６世帯

【人口密度】 １８，１４０．4人／㎢

※施設等の世帯は含まず
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（各年１月１日）

単位：人）

（令和２年１０月１日）

※延世帯数のため、世帯総数とは一致しない



議 会

職 員

企画総務委員会 委員１０人

区民環境委員会 ９人

健康福祉委員会 ９人

都市建設委員会 ９人

文教児童委員会 ９人

議会運営委員会 ８人

（３）議会運営委員会（令和５年５月２５日）
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１ 職員数 ２ 階層別人員

区長事務部局

教育委員会

学校

その他行政委員会

３，２４３人（３９）〈１０５〉

２０８人 （６） 〈４〉

１０３人 〈１〉

４２人 （１） 〈１〉

合 計 ３，５９６人（４６）〈１１１〉

部長級

課長級

係長級

一般職員

２２人

８３人

８７３人 （３）

２，６１８人（４３）〈１１１〉

合 計 ３，５９６人（４６）〈１１１〉

※職員数は、令和５年４月１日現在の現員数である。
また、（ ）内は休職者の、〈 〉内は育児休業者のそれぞれの外数で定数外職員である。

３ 男女別比率（特別職は除く）
男性：４６．３％ 女性：５３．７％

４ 平均年齢
４０．３歳

５ 職員定数（条例定数）の推移

年 度 平成３１年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

職員定数 ３，４７６ ３，４７６ ３，４７６ ３，５８７ ３，６００

１ 議員数及び会派名（令和５年５月８日）
【条例定数】４６人 【現 員 数】４６人
板橋区議会自由民主党議員団（１６） 板橋区議会公明党（１０）
民主クラブ(立憲民主党・国民民主党・社会民主党)（７）
日本共産党板橋区議会議員団（７） 日本維新の会板橋区議会議員団（２）
いたばし未来会議（２） 参政党（１） 無所属議員（１）

２ 開会状況（令和４年１月１日～令和４年１２月３１日）
【定 例 会】開会回数…４回 会期日数…１１１日
【臨 時 会】 〃 …３回 〃 … ３日

３ 請願・陳情受理件数（令和４年１月１日～令和４年１２月３１日）
４７件

４ 議案（令和４年１月１日～令和４年１２月３１日）
１０９件

５ 委員会
（１）常任委員会（令和５年５月２５日） （２）特別委員会（令和５年５月２５日）

ブランド戦略推進調査特別委員会 １２人

介護支援調査特別委員会 １２人

災害対策調査特別委員会 １１人

ゼロカーボンシティ推進調査特別委員会 １１人



財 政
１ 歳入
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（１）令和５年度一般会計当初予算 歳入予算額・構成比 （単位：百万円）

（２）歳入予算前年度比較 （単位：百万円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 金　額 率

特 別 区 税 50,606 21.3 48,029 20.9 2,577 5.4

地 方 譲 与 税 825 0.3 818 0.4 7 0.9

配 当 割 交 付 金 862 0.4 791 0.3 71 9.0

地 方 消 費 税 交 付 金 13,020 5.5 10,600 4.6 2,420 22.8

環 境 性 能 割 交 付 金 230 0.1 207 0.1 23 11.1

地 方 特 例 交 付 金 434 0.2 458 0.2 △ 24 △ 5.2

特 別 区 交 付 金 76,200 32.1 71,200 31.0 5,000 7.0

分 担 金 及 び 負 担 金 2,775 1.2 2,833 1.2 △ 58 △ 2.0

使 用 料 及 び 手 数 料 5,078 2.1 5,335 2.3 △ 257 △ 4.8

国 庫 支 出 金 56,472 23.8 58,266 25.4 △ 1,794 △ 3.1

都 支 出 金 21,866 9.2 20,622 9.0 1,244 6.0

繰 入 金 1,435 0.6 2,853 1.2 △ 1,418 △ 49.7

特 別 区 債 1,077 0.5 1,667 0.7 △ 590 △ 35.4

そ の 他 6,370 2.7 6,111 2.7 259 4.2

歳 入 合 計 237,250 100 229,790 100 7,460 3.2

区 分
令 和 5 年 度 令 和 4 年 度 比 較 増 減



（１）令和５年度一般会計当初予算 歳出（目的別）予算額・構成比 （単位：百万円）

２ 歳出
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（２）歳出予算（目的別）前年度比較 （単位：百万円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 金　額 率

議 会 費 931 0.4 909 0.4 22 2.5

総 務 費 19,833 8.4 20,816 9.1 △ 983 △ 4.7

福 祉 費 136,936 57.7 133,111 57.9 3,825 2.9

衛 生 費 11,751 4.9 13,137 5.7 △ 1,386 △ 10.6

資 源 環 境 費 9,621 4.1 9,117 4.0 504 5.5

産 業 経 済 費 3,287 1.4 2,701 1.2 586 21.7

土 木 費 21,530 9.1 19,873 8.6 1,657 8.3

教 育 費 29,760 12.5 26,846 11.7 2,914 10.9

公 債 費 2,923 1.2 2,571 1.1 352 13.7

そ の 他 678 0.3 709 0.3 △ 31 △ 4.4

歳 出 合 計 237,250 100 229,790 100 7,460 3.2

区 分
令和5年度 令和４年度 比較増減



３ 財政規模

（１）財政規模の前年度比較 当初予算ベース （単位：百万円）

（２）財政規模の推移 当初予算ベース （単位：百万円）

‐11‐

区民が支払う１万円の使われ方

① 子どもたち、障がいがある方、所得が低い方などのために〔福祉費〕…………………… ４，８５５円

② 学校、幼稚園などの教育関係に〔教育費〕…………………………………………………… １，６９０円

③ まちの行事、防災、集会施設、区役所の管理などに〔総務費〕…………………………… １，１８２円

④ 道路・公園、緑化の推進、都市の整備などに〔土木費〕…………………………………… ７７０円

⑤ ごみの収集・運搬、リサイクルの推進などに〔資源環境費〕……………………………… ５７３円

⑥ 予防接種、健康診査、健康福祉センターの運営などに〔衛生費〕………………………… ４４９円

⑦ 中小企業の振興や農業振興などのために〔産業経済費〕…………………………………… １９９円

⑧ 特別区債（借入金）の返済に〔公債費〕……………………………………………………… １７７円

⑨ 区議会の運営に〔議会費〕……………………………………………………………………… ６４円

⑩ 基金の積立や、災害など緊急時の予備などに〔諸支出金〕〔予備費〕…………………… ４１円

※上段は金額、下段は対前年度比伸び率

令和元年度
（平成31年度）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

216,270 221,910 220,940 229,790 237,250

3.3% 2.6% △0.4% 4.0% 3.2%

56,540 54,970 52,820 55,890 55,830

△4.4% △2.8% △3.9% 5.8% △0.1%

41,400 43,820 44,070 45,207 46,373

4.5% 5.8% 0.6% 2.6% 2.6%

12,007 12,231 12,460 13,509 14,249

4.2% 1.9% 1.9% 8.4% 5.5%

20 122 90 150 440

皆増 510.0% △26.2% 66.7% 193.3%

326,237 333,053 330,380 344,546 354,142

2.1% 2.1% △0.8% 4.3% 2.8%
合 計

区 分

一 般 会 計

特
別
会
計

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

東武東上線連続立体化事業

令和５年度 令和４年度 増 減 額 増 減 率

237,250 229,790 7,460 3.2%

国 民 健 康 保 険 事 業 55,830 55,890 △ 60 △ 0.1%

介 護 保 険 事 業 46,373 45,207 1,166 2.6%

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 14,249 13,509 740 5.5%

東武東上線連続立体化事業 440 150 290 193.3%

354,142 344,546 9,596 2.8%

区 分

一 般 会 計

特
別
会
計

合 計
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教 育 ・ 文 化

年度

区分
令和３年度 令和４年度 令和５年度

小

学

校

校 数 ５１ ５１ ５１

学 級 数
７４９

（３６）
７６８

（３７）
７８１

（３９）

在 籍 者 数
２３，２８０

（２５７）
２３，３８６

（２６１）
２３，３４５

（２８２）

中

学

校

校 数 ２２ ２２ ２２

学 級 数
２６６

（２５）
２６５

（２５）
２６７

（２６）

在 籍 者 数
９，０９８
（１６５）

９，１７０
（１７９）

９，１６２
（１８１）

特
別
支
援
学
校

校 数 １ １ １

学 級 数 ４ ４ ７

在 籍 者 数 １７ ２４ ３２

幼

稚

園

園 数 １ １ １

学 級 数 ４ ５ ５

在 園 者 数 ３７ ４７ ５６

１ 学校
（１）区立学校数などの推移（各年５月１日）

年度

区分
令和３年度 令和４年度 令和５年度

小

学

校

校 数 １ １ １

学 級 数 １８ １８ １８

在 籍 者 数 ６６５ ６７３ ６７５

中

学

校

校 数 ５ ５ ５

学 級 数 ６３ ６４ ６５

在 籍 者 数 ２，２１４ ２，２５６ ２，２９９

幼

稚

園

園 数 ３２ ３２ ３２

学 級 数 ２１３ ２０８ １９９

在 園 者 数 ５，２５０ ４，８０４ ４，３２０

（２）区内私立学校数などの推移（各年５月１日）
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（ ）内は知的障がい特別支援学級で外数
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（３）令和５年度の状況（令和５年５月１日）

区 分 学 校 数
学 級 数

（ ）【 】[ ]〈 〉は外数

児童・生徒数

（ ）内のみ外数

小

学

校

区

立
５１ ７８１

（３９）

【－】

［１０］

〈７〉

２３，３４５

（２８２）

【６９０】

［１３２］

〈１０４〉

私

立
１ １８ ６７５

中

学

校

区

立
２２ ２６７

（２６）

【－】

〈３〉

９，１６２

（１８１）

【２０８】

〈４２〉

私

立
５ ６５ ２，２９９

特

別

支

援

学

校

区

立
１ ７ ３２

幼

稚

園

区

立
１ 5 ５６

私

立
３２ １９９ ４，３２０

※ STEP UP教室（特別支援教室）は、拠点校から各校へ巡回指導を行うため、
学級数は該当なしとする。

【特別支援学校】 【高校】
都立・国立：４校 児童・生徒数：９６８人 都立：６校 生徒数：４，２１３人

私立：６校 生徒数：５，８２４人
【専修学校】 【各種学校】

１２校 ４校

【大学】 【短期大学】
３校 ２校 ※大学、短期大学は、令和４年度学校基本調査

（ ）内は知的障がい特別支援学級
【 】内はSTEP UP教室
［ ］内は難聴・言語障がい通級指導学級
〈 〉内は日本語学級（通級）



２ 施設利用状況

施 設 名 利 用 者（総数） 内 訳

生涯学習センター（２カ所） １１７，８８８人
（大原） ６２，３８４人
（成増） ５５，５０４人

美術館 ３６，３４６人

郷土資料館 ３０，４３９人
（ 小中高生 ） ４，６７４人
（ 一 般 ） ２５，７６５人

郷土芸能伝承館 １０，９０５人

榛名林間学園 ５，７５３人
（こども） ４，４８９人
（おとな） １，２６４人

教育科学館 １６６，３３６人
内プラネタリウム観覧者

３３，２０８人

八ケ岳荘 １４，８２１人
内キャンプ施設利用者

１，３４７人

図書館（館外貸出） ３，０５４，６０７冊
（児 童）１，１３２，８１７冊
（一般書）１，９２１，７９０冊

小豆沢体育館 ２５７，５０４人

※室内競技場、武道場、プール、
トレーニングルーム、会議室、多
目的室の利用者の計（団体貸切を
含む）

赤塚体育館 １５２，０４２人

植村記念加賀スポーツセンター ２３５，９６０人

上板橋体育館 ２１７，６４８人

高島平温水プール １１７，１２３人
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（２）体育施設別（団体貸切含む）

（１）施設利用状況 （令和４年度）

施 設 名 利 用 者（総数） 施 設 名 利 用 者（総数）

室内競技場 ２２１，６０７人 武道場 ５２，０７９人

プール ３３９，４４７人 トレーニングルーム ３２０，０７２人

会議室 ２７，５０３人 多目的室 １９，５６９人

和弓場 １２，９９６人 洋弓場 ５，２６６人

野球場 ２５８，４７６人 庭球場 １３３，２３９人

サッカー場 ６３，３５７人 陸上競技場 ４２，６５０人

フットサル場 ９，８１７人 少年運動場 ２０，１４６人

（令和４年度）



福 祉
１ 高齢者福祉

（１）区内高齢者入所施設現況（令和５年４月１日）

【介護老人保健施設】

【特別養護老人ホーム】
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区 分 施 設 名 定員

社会福祉法人

みどりの苑 ８０人

いずみの苑 １０５人

加賀さくらの杜 １３０人

ケアポート板橋 １０５人

ケアタウン成増 ８０人

ブルーポピー １７０人

若木ライフ ９０人

マイライフ徳丸 ８４人

音羽台レジデンス ９５人

板橋の里 英智園 ６６人

東京武蔵野ホーム ６９人

あずさわの里 １１０人

クローバーのさとイムスホームカウピリ板橋 ２００人

オーネスト成増 １２０人

三園の里 ９０人

ゆめの園りあん若葉 １２０人

ケアホーム板橋 ２００人

サニーヒル板橋 １０７人

区 分 施 設 名 定 員

医療法人

エーデルワイス １００人

蓮根ひまわり苑 １２０人

志村さつき苑 １００人

プリムローズ １００人

板橋ロイヤルケアセンター １５０人

赤塚園 １２０人

浮間舟渡園 １９３人

クローバーのさと イムスケア カウピリ板橋 ８８人

紅梅園 １５４人

公益財団法人 シルバーピア加賀 ２００人



（２）施設利用状況（令和４年度）

施設名 施設数 利用者数

ふれあい館 ５ １９４，２２６人

（３）高齢者相談施設（令和５年４月１日）

施 設 名 施設数

おとしより保健福祉センター
おとしより相談センター

(地域包括支援センター)

１
１９
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（６）ウェルネススペース （年度末）

区分 年度 令和4年度

施設数 4

延利用人数 ３，０４０

区分 年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

クラブ数 １２９ １２８ １２５

会員数 １０，３９９ ９，９０７ ９，５６１

加入率（対６０歳以上人口） ６．５％ ６．１％ ５．９％

６０歳以上人口 １５９，３６５ １６１，４７８ １６２，３４９

（５）シニアクラブ（旧老人クラブ） （各年度４月１日）

（４）板橋区シルバー人材センター

区分 年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

登録会員数 ２，９７１ ３，０９０ ２，９７０

年間就業実人数（人）

年間就業延人員（人日）

２，３０２

２７１，９３３

２，３４８

２７４，６３６

２，２６６

２７１，０７９

（各年度末）
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３ 児童福祉
（１）児童施設数・定員の推移 （各年度４月１日）

※板橋区放課後対策事業「あいキッズ」では、文部科学省の全児童を対象とする「放課後子ども
教室事業」と子ども家庭庁の就労家庭等の児童を対象とする「放課後児童健全育成事業」とを一
体型として運営しています。あいキッズの定員はありません。

年度

区分
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

区立保育所
施設数

定 員

３８
３６７９

３８
３，６７９

３８
３，６７９

３８
３，６１３

私立保育所
施設数

定 員

９６
８，３７４

１００
８，８９４

１０３
８，９１４

１０４
８，９８９

あいキッズ
施設数

定 員

５１※
‐※

５１※
‐※

５１※
‐※

５１※
‐※

２ 障がい者福祉

手帳所持者数

（各年度４月１日）

区分 年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

身体障害者手帳 １８，５３６ １８，３６０ １８，５５５

愛 の 手 帳 ４，２５１ ４，３５９ ４，４４０

精神障害者手帳 ５，５４７ ６，０７６ ６，５７５

（令和5年10月１日）

区

分
施 設 名 設置年月日 生活介護

就労継続

支援Ｂ型
その他

区

立

施

設

加賀福祉園 昭和４７年４月 １日 定員２５人 定員６０人
児童発達支援センター
定員３０人

小茂根福祉園 昭和５７年４月 １日 定員４０人 定員３０人

高島平福祉園 昭和６１年６月２５日 定員３６人 定員３０人

高島平福祉園分場 平成１３年４月 １日 定員２０人

蓮根福祉園 平成 元年４月 １日 定員６０人

前野福祉園 平成 ３年４月 １日 定員３０人

赤塚福祉園 平成 ５年４月 １日 定員６０人 定員４０人

徳丸福祉園 平成 ９年４月 １日 定員９０人 定員４０人

小豆沢福祉園 平成１３年４月 １日 定員５４人

三園福祉園 平成２３年６月 １日 定員４０人
重症心身障害者
通所事業
（定員内数１０人）

障がい者福祉
センター

昭和６１年６月２５日
地域活動支援センター・相談支援事業
障がい者虐待防止センター・基幹相談支援センター

赤塚ホーム

平成 ５年４月 １日 緊急一時保護 定員6人

令和 ５年10月 １日 短期入所 定員２人
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（２）現況
（令和５年４月１日）

７ 民生・児童委員（令和５年４月１日）
定数：５３６人（内３５人は主任児童委員）

区 分 施設名

宿所提供施設 小豆沢荘（特別区人事・厚生事務組合）

宿所提供施設・更生施設 ふじみ（社会福祉法人 新栄会）

５ 生活保護

区分 年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

被保護世帯数 １４，４２９ １４，４１９ １４，４６６

被保護人員 １８，１９２ １７，９７６ １７，８６５

保護率

(２３区内の順位)

３．１３％
（３位）

３．１０％
（３位）

３．０７％
（３位）

世帯比 ４．５７％ ４．５９％ ４．５４％

２３区平均保護率 ２．１５％ ２．１２％ ２．０８％

（各年度３月月中）

６ 自立支援センター（路上生活者対策事業）
板橋寮（特別区人事・厚生事務組合）

４ 低所得者福祉

施 設 等 数 定員等 備考

児童館 ２６ ４４３，３０７ 利用人員（令和４年度実績）

家庭福祉員 ３０ １３３
下赤塚・向原・前野町・北野ベビールーム
含む

病児・病後児保育 ４ ２１
いわた医院、板橋区医師会病院、
帝京大学医学部附属病院、
キッズタウンむかいはら保育園

認証保育所 １２ ４１０

認定こども園 3 ６２５ 地方裁量型、幼稚園型

小規模保育 ４１ ６９８

子ども家庭総合支援センター １ ３，３７１ 相談受理件数（令和４年度実績）

母子生活支援施設 １ ２０世帯 区立１施設

入院助産施設 ３ ３６
豊島病院、板橋区医師会病院、板橋中央総
合病院

定期利用保育 ２ １３ おやこ舎あやとり、平和保育園

事業所内保育 ６ ７３ 地域枠

空き保育室 ３ ７ 新規開設私立保育所の空き保育室利用
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保 健 ・ 医 療
１ 施設

２ 健康診査受診状況
（１）健康診査

（２）がん検診

（令和４年度）
（単位：人）

胃がん
（エックス線検査）

子宮がん 肺がん 乳がん

２，９１９ ９，５９１ ３，６９３ ６，６２５

（令和４年度）
（単位：人）

※区民一般健康診査の同時実施・単独実施は、加入している社会保険等が実施する特定健康診査
と同時又は別途で追加検査項目を受診した者

前立腺がん 大腸がん 喉頭がん 胃がんリスク

４，３１３ ７１，０７８ ９８８ ３，０１０

胃がん
（内視鏡検査）

１，２５３

国民健康保険

特定健康診査

後期高齢者

医療健康診査

区民一般健康診査

一括実施 同時実施 単独実施

３４，０９９ ３３，７９４ ６，７２７ ３，６９７ １３

（令和５年４月１日 病院数・病院ベッド数は令和５年６月１日現在）

区 分 施設数 ベッド数

病 院 ４１ ９，５１３

診 療 所 ４０３ ７８

歯科診療所 ３３２ ０

区 分 施設数

救急医療機関 ２2

休日診療実施数
7

（医科6、歯科１）

板橋区平日夜間応急こどもクリニック １

保健所 １

健康福祉センター ５



都 市 整 備

区 分 面 積（ｈａ） 構 成 比（％）

第一種低層住居専用

第一種中高層住居専用

第二種中高層住居専用

第一種住居

第二種住居

準住居

近隣商業

商業

準工業（うち二特工）

工業（うち一特工）

（うち都市型産業育成地区）

工業専用（うち都市型産業育成地区）

指定無（市街化調整区域の河川）

１９０．４

１，００８．６

３．１

５４６．５

６０．７

４６．１

２４８．６

１７６．３

５８２．９（１０９．４）

７６．４（２９．１）

（４７．３）

８６．８（２１．８）

１８２．６

５．９

３１．４

０．１

１７．０

２．０

１．４

７．７

５．５

１８．２（３．４）

２．４（０．９）

（１．５）

２．７（０．６）

５．７

１ 用途地域
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（令和５年４月２８日告示）

２ 高度地区

区 分 面 積（ｈａ） 構 成 比（％）

第一種高度地区

１０m 第 一 種 高 度 地 区

１７m 第 一 種 高 度 地 区

第二種高度地区

１７m 第 二 種 高 度 地 区

２２m 第 二 種 高 度 地 区

３０m 第 二 種 高 度 地 区

３５m 第 二 種 高 度 地 区

第三種高度地区

２２m 第 三 種 高 度 地 区

３０m 第 三 種 高 度 地 区

３５m 第 三 種 高 度 地 区

４０m 第 三 種 高 度 地 区

４５m 第 三 種 高 度 地 区

１９０．４

２８．７

２．２

０．１

５９０．２

６５２．８

４１２．４

１３．７

０．２

１１．８

２１５．９

４８０．９

１１．５

４０．５

５．９

０．９

０．１

０．０

１８．４

２０．３

１２．９

０．４

０．０

０．４

６．７

１５．０

０．４

１．３

（平成５年４月２８日告示）



年 度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

件 数 １，４７９ １，４５４ １，３９５

４ 建築確認申請の推移（民間確認検査機関分含む）

（各年度末）

区 分 面 積（ｈａ） 構 成 比（％）

防火

準防火

指定無

３５５．４

２，６７１．０

１８２．６

１１．１

８３．２

５．７

計 ３，２０９．０ １００．０

３ 防火・準防火地域
（令和５年４月２８日告示）

区 分 面 積（ｈａ） 構 成 比（％）

１７m 高 度 地 区

２２m 高 度 地 区

３０m 高 度 地 区

３５m 高 度 地 区

４０m 高 度 地 区

４５m 高 度 地 区

６０m 高 度 地 区

指定無

（最低限高度地区）

３．２

５５．５

１２４．６

６．８

６１．４

６７．９

３８．６

１９９．７

（１５８．９）

０．１

１．７

３．９

０．２

１．９

２．１

１．２

６．２

（５．０）

‐21‐



‐22‐

土 木
１ 道路

種 別 延 長（ｍ） 舗 装 率（％）

国 道

都 道

自動車専用道

区 道

１７，２０２

２７，２１９

１２，６３１

６８３，１４０

１００．０

１００．０

１００．０

１００．０

計 ７４０，１９２ １００．０

（令和５年４月１日）

２ 橋りょう

種 別 橋 数

国 橋

都 橋

区 橋

１１

１２

６２

計 ８５

（令和５年４月１日）

※区橋については暗渠化したものを含まず。

※区道以外は令和４年４月１日現在

３ 歩道

延 長（ｍ）

１４４，８４５

※区道に設置されている歩道を表示

４ 河川

河 川 名 管理区分 延 長（ｍ）

荒 川

新河岸川

石神井川

白 子 川

国

都

区

区

３，９５０

６，２８０

５，８００

１，４６０

河川総延長 １７，４９０

５ 自転車対策
（１）駅周辺１日当たりの自転車等放置台数

６１１台（令和５年１０月調査）

（２）放置自転車・バイク撤去台数
５，６９７台（令和４年４月～令和５年３月）

（３）自転車駐車場

種 別 箇所数 収容可能台数（台）

区立（有料） ７０ ２０，８０５

（令和５年４月１日）

（令和５年４月１日）

（令和５年４月１日）



種 別 設置数 面 積（㎡）

区 立
公 園

緑 地

３３９

３

７４４，００２．４４

６７８，０８１．７７

都立公園 ４ ４６２，４７９．８６

計 ３４６ １，８８４，５６４．０７

６ 公園
（１）板橋区の都市公園・緑地の現況
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※公園の中に児童遊園を含む
※都立公園面積は、区内部分に係る公園面積とする。

（令和５年４月１日）

（２）公園率
５．８５％（令和５年４月１日）
※区面積に対する都市公園（都立公園を含む）の占める割合

（３）特色のある公園、施設等

種 別 概 要 等

赤塚植物園
針葉樹・果樹・桜・椿・水湿性植物の観賞、四季の道、万葉薬用園、

農業園等

遊び場 １１か所（１０，４９８．８９㎡）

市民緑地 ２か所（ １，８６３．７４㎡）

その他の公園等
交通公園（２）、つり堀公園、水車公園、竹の子公園、こども動物園、
こどもの池等

（令和５年４月１日）

７ 緑被地等状況

種 別 面 積（ha） 構 成 比（％）

自然面積 ７９０．６ ２４．６

内

訳

緑被地面積 ６２３．０ １９．４

内

訳

樹木被覆地

草 地

農 地

屋上緑化

４３６．４

１５８．１

１８．８

９．８

１３．６

４．９

０．６

０．３

裸 地 ９８．５ ３．１

水 面 ６９．１ ２．２

人工面積 ２，４２６．４ ７５．４

計 ３，２１７．０ １００．０

（令和２年３月）

※1「板橋区緑地・樹木の実態調査Ⅹ （調査は５年毎、令和２年３月現在）」による
※2 小数第２位で四捨五入しているため集計値が合わない場合がある。



資 源 循 環 推 進
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環 境 政 策
１ 現況（令和５年４月１日）

（１）環境監視システム
測定室８か所
区６か所（赤塚溜池公園、舟渡小学校、北野小学校、上板橋小学校、相生町、三園）
都２か所（板橋区氷川町、中山道大和町）

（２）環境マネジメントシステム
平成１１年２月１７日ＩＳＯ１４００１（国際規格）を認証取得
登録証番号ＪＱＡ－ＥＭ０３３３
平成１３年１２月２１日 区立小中学校、幼稚園を適用範囲に含む
平成１５年１２月１９日 清掃事務所を適用範囲に含む

これにより、区内の全ての区の施設が適用範囲に含まれました

（３）施設利用状況（令和５年４月１日）

１ ごみ及び資源の回収量の推移 （単位：ｔ）

年度
種別

令和２年度 令和3年度 令和４年度

行

政

回

収

分

別

回

収

可燃ごみ １０２，８８３ １００,１０２ ９７，０６４

不燃ごみ ３，３９３ ２，９７７ ２，６３４

粗大ごみ ４，２６０ ４，６９４ ４，６３０

資源 １４，２０７ １４,１０３ １３，８３３

小計 １２４，７４３ １２１,８７６ １１８，１６１

持込ごみ ２８，１２５ ２８，９７３ ３０，０２０

拠点回収 ２１５ ２４５ ２４５

自

主

回

収

集団回収 １２，２２３ １１，８６７ １０，８５５

商店街・オフィス

リサイクル等
１８８ １９８ １９０

合計 １６５，４９４ １６３，１５９ １５９，４７１

※持込ごみは２３区のマニフェストによる按分の量によるもので、いずれも区内発生量と一致しません

施設名 年間利用者数（人） 展示概要

熱帯環境植物館 １２２, ８３０
東南アジアの熱帯雨林の展示、ミニ水族館、
企画展示コーナー等

エコポリスセンター １３９,８９７
視聴覚ホール、環境学習室、環境情報資料室、
環境実験室等



２ 資源の割合の推移 （単位：ｔ）

年度
種別

令和２年度 令和３年度 令和４年度

回

収

総

計

ごみ量計ａ

（可燃・不燃・粗大・持込）
１３８，６６１ １３６,７４６ １３４，３４８

資源量計ｂ

（資源・拠点・集団・商店街等）
２６，８３３ ２６，４１３ ２５，１２３

資源の割合（％）

ｂ／（ａ＋ｂ）
１６．２１ １６．１９ １５．７５

３ 現況（令和５年４月１日）

（１）集積所数

２５，３００か所

（２）拠点回収

【紙パック】２２９か所

【乾電池】２５２か所

【廃食用油】１２か所

【古着・古布】1 ４か所

【食品用トレイ・ボトル容器】８６か所

【使用済小型家電】１３か所

（３）集団回収

【登録団体】８９３団体 ２７１ ,０２５世帯

（４）商店街及びオフィス古紙回収

【参加商店街】２１商店街

【オフィス会員数】１７４事業所

（５）路上禁煙地区の指定
区内８地区

大山駅・板橋区役所周辺地区、上板橋駅周辺地区、成増駅周辺地区、
板橋駅・新板橋駅周辺地区、ときわ台駅周辺地区、高島平駅周辺地区、
東武練馬駅周辺地区、志村坂上駅周辺地区

４ 関連施設

（１）リサイクル事業施設

リサイクルプラザ

①ごみ減量・リサイクル普及啓発施設

②びん・缶資源化施設（選別・圧縮）

（２）清掃事業施設

板橋東清掃事務所

志村清掃事業所（清掃車両係）※直営収集車の運営管理

板橋西清掃事務所

西台中継所（西台粗大ごみセンター）

板橋清掃工場（東京二十三区清掃一部事務組合）
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防 災
１ 防災センター

（１）設置

昭和６２年２月１日（平成２６年１１月９日 本庁舎南館へ移転）

（２）目的

区民の生命と財産の安全を確保するため、コンピュータを導入し、

情報の迅速かつ正確な収集・分析・蓄積を図る。

（３）施設内容

気象観測
システム

区内に配置した各気象観測機器（雨量計１３か所・水位計８か所・河川ライブ
カメラ７か所・気象観測装置１か所）から気象観測情報を収集し、防災危機管
理課、土木計画・交通安全課、土木サービスセンター、赤塚支所（防災情報
室）において常時監視を行う。
【区民等への情報提供】専用ホームページや板橋区防災メール配信システムを
整備し、常時情報提供を行っている。また、災害時の避難情報（高齢者等避難
や避難指示など）を緊急速報（エリア）メールにより配信する。

無線通信
システム

防災行政無線デジタル移動通信システム１８７局、デジタルＭＣＡ無線システ
ム１７７局、同報無線１７０局を使って、災害時の情報収集及び伝達を無線
（音声）で行う。

防災対策支援
システム

コンピュータを利用して、災害情報の集計・蓄積を行い、平常時には災害を想
定した訓練などに利用され、また、災害時にはこれらの情報から迅速・的確な
各種応急対策を行う。

映像・音響
システム

災害対策本部室に大型スクリーン（１０８インチ）２台等を設置し、防災セン
ター内の情報伝達を速やかに効率よく行う。

防災カメラ
システム

区内２か所に高性能全天候型高所カメラを配備し、防災センターにおいて遠隔
操作を行い、区全域の災害監視を行う。各防災カメラの映像情報については、
防災センターにおいて一元管理を行う。映像情報について、防災センター内に
おいて大型プロジェクター等で投影し、さらに赤塚支所（防災情報室）及び消
火活動にあたる板橋・志村消防署に映像情報を提供し、情報の共有化を図る。

２ 現況（令和５年４月１日）

（１）備蓄倉庫・無線

【備蓄倉庫】 １２５か所

【防災行政無線】

移動系（デジタル） 同報系（デジタル）

基地局： １局 親局： ２局 中継局： １局

移動局：１８６局 子局：１６５局 再送信子局：２局

【デジタルＭＣＡ無線】

半固定局： ３２局 （統制局２局及び簡易指令局１局含む）

携 帯 局：１４１局

車 載 局： ４局

（２）災害見舞金（令和４年度）

【火災】 ２４件 被害世帯…４１世帯

【自然災害】 ０件 被害世帯… ０世帯
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３ 災害時における相互援助等協定締結自治体

（１）相互援助協定

№ 自治体名 締結年月日 協定内容

１ 栃木県日光市（旧栗山村）

平成 ７年１１月 １日

被災を免れた
自治体が

物資調達・職員派遣
を行う

２ 千葉県鴨川市（旧天津小湊町）

３ 群馬県渋川市（旧伊香保町）

４ 茨城県かすみがうら市（旧霞ヶ浦町）

５ 山梨県都留市 平成 ７年１１月 ３日

６ 茨城県桜川市（旧岩瀬町）
平成 ８年１１月 １日

７ 新潟県田上町

８ 福島県白河市（旧東村） 平成１０年 ５月１２日

９ 山形県最上町 平成１４年１０月２２日

１０ 新潟県妙高市（旧新井市） 平成１５年１０月２２日

１１ 群馬県高崎市（旧榛名町） 平成１９年 ８月２８日

１２ 群馬県沼田市 平成２０年 ８月２７日

１３ 山形県尾花沢市 令和 ３年１１月 ４日

（２）相互応援協定

№ 自治体名 締結年月日 協定内容

１ 埼玉県和光市 平成２３年 ２月 ２日
物資・資器材の提供・
職員の派遣等を行う

４ 避難場所

（１）桐ケ丘・赤羽台・西が丘地区

（２）浮間公園・荒川河川敷緑地一帯

（３）高島平二・三丁目地区

（４）東京家政大学・加賀中学校一帯

（５）公社向原住宅一帯

（６）城北中央公園一帯

（７）光が丘団地・光が丘公園一帯

（８）中台三丁目地区

（９）都営幸町アパート一帯

（１０）新河岸東公園一帯

（１１）城北公園一帯

（１２）都営成増五丁目第２アパート一帯

５ 地区内残留地区

（１）高島平地区



※平成２８年分は、民営の事業所数及び従業者数を集計している。また、基準日は平成２６年７月１日、
平成２８年６月１日である。
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産 業 ・ 経 済

平成２６年 平成２８年

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数

農業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

サービス業(他に分類されないもの)

公務(他に分類されるものを除く)

８

１

１，６００

２，１１５

１２

２１７

７６２

４，３２２

２３５

１，６６１

７０３

２，５５８

１，６５２

６５５

１，８８２

５１

８７６

３３

２６

７

１１，３１６

２７，５０７

４０９

２，７８９

１６，５４７

４０，５３３

３，７９５

５，３０５

３，６０１

１６，５２６

８，５２６

１２，２６６

４７，６１０

１，０７６

１１，８４３

３，６９２

４

－

１，５０７

１，９０１

１０

１８３

６８３

４，０４９

２１７

１，４５６

６６０

２，４２７

１，５６５

５６０

１，７５８

５１

７９４

…

１４

－

１０，３５９

２４，２７５

２１３

２，７１８

１５，６２５

３９，６２７

３，４７０

４，８７７

３，３０９

１６，２２３

８，５２１

９，３３５

４５，０２５

１，１１２

１０，３６６

…

合計 １９，３４３ ２１３，３７４ １７，８２５ １９５，０６９

１ 産業別事業所・従業者数の推移 （板橋区の統計 令和４年版）

２ 従業者規模別事業所数及び従業者数 （板橋区の統計 令和４年版）

※平成２８年分は、「公務（他に分類されるものを除く）」を除く民営の事業所数及び従業者数を集計している。
また、基準日は平成２６年７月１日、平成２８年６月１日である。

従業者規模

平成２６年

従業者規模

平成２８年

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数

１～４人

５～９

１０～１９

２０～２９

３０～４９

５０～９９

１００～２９９

３００人以上

出向・派遣従業

者のみ

１１，３４３

３，７５１

２，１５２

８２１

６４４

３５４

１８８

５３

３７

２４，４５７

２４，６１４

２８，９６１

１９，４６３

２４，１９４

２３，８８９

３０，５１０

３７，２８６

…

１～４人

５～９

１０～１９

２０～２９

３０～４９

５０～９９

１００～

３００人以上

出向・派遣従業

者のみ

１０，３１３

３，５４０

２，０８６

７８３

５１６

３１３

２２３

５１

２２，２０７

２３，２７９

２８，２０２

１８，５６９

１９，４２４

２１，４４４

６１，９４４

…

合計 １９，３４３ ２１３，３７４ 合計 １７，８２５ １９５，０６９



４ 工業の現況

項目 板橋区 ２３区内での順位 ２３区総計

事業所数 ５７０ ６ ７，４５０

従業者数 １４，２０８ ２ １３４，５５３

製造品出荷額等 ３３，８０８，９２８ ２ ２９２，７５０，０６９

付加価値額 １３，４４４，５２４ ３ １２３，４３５，９９８

５ 商業の推移

区分 平成２６年 平成２８年

商 店 数
・卸売業
・小売業

２，９６８
８３０

２，１３８

２，９０２
８３６

２，０６６

年間販売額 １，０５０，２４５ １，２３０，８０９

従業者数 ２７，１８８ ２９，６９７

（板橋区の統計 令和４年版 単位：百万円）

６ 商業の現況

項目 板橋区 区部

商店数 ２，９０２ ８６，５８２

年間販売額 １，２３０，８０８ １７８，２１６，２４３

従業者数 ２９，６９７ １，２３９，４４６

（板橋区の統計 令和４年版 単位：百万円）
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３ 工業の推移 (2020年工業統計調査 従業者４人以上 単位：万円)

区分 令和元年 令和２年

事 業 所 数
従 業 者 数
製造品出荷額等
付 加 価 値 額

５５９
１４，５８１

３５，２６１，９５３
１４，０８９，６７７

５７０
１４，２０８

３３，８０８，９２８
１３，４４４，５２４

(2020年工業統計調査 従業者４人以上 単位：万円)

※基準日は、平成２６年７月１日、平成２８年６月１日である。

※基準日は、平成２８年６月１日である。
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７ 農業

（１）農家数、農業人口、耕地面積の推移

区分

年

農家数・農業人口 経営耕地面積（単位：アール）

農家数 農業人口 総面積

耕地形態別

畑 樹園地

令和元年
令和２年
令和３年
令和４年

１３６
１３１
１２０
１１６

２３５
２１３
２００
１９８

１，５４２
１，５１４
１，３５８
１，２４９

１，０５０
１，０２８

９５０
９３２

４９２
４８６
４０８
３１７

（各年８月１日）

（２）農業経営形態

区分

年
生産農家数

販売農家 非販売農家

専業農家 兼業農家 兼業農家

令和元年
令和２年
令和３年
令和４年

１３６
１３１
１２０
１１６

０
０
０
０

４７
４６
４３
４１

８９
８５
７７
７５

（各年８月１日）

（３）区民農園の現況

農園数 区画数 面積（㎡）

一 般 ２８ １，６７０ ３５，６４５．３７

団 体 ３ １４ ６５０．００

（令和５年４月１日）



住 宅

名称 戸数

常盤台四丁目第２アパート

徳丸一丁目アパート

赤塚三丁目アパート

徳丸二丁目第２アパート

舟渡二丁目第３アパート

南常盤台二丁目アパート

高島平七丁目アパート

舟渡一丁目第２アパート

西台三丁目アパート

前野町三丁目第２アパート

小茂根一丁目住宅

志村坂下住宅

２４

２０

３１

２８

５０

３２

８８

３１

９５

４４

６６

８６

計 ５９５

１ 区営住宅 （令和５年４月１日） ２ 高齢者住宅
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（令和５年４月１日）

３ 改良住宅

名称 戸数

やよい住宅

かみちょう住宅

かみちょう住宅 二号館

かみちょう住宅 三号館

１０

２１

２７

２

計 ６０

（令和５年４月１日） 4 住宅の所有

区分 住宅戸数 構成比

持ち家 １２７，８７１ ４１．１

公営・都市機

構・公社の借家
２４，５６１ ７．９

民営借家 １４２，３８８ ４５．７

給与住宅 １１，１５６ ３．６

その他
（間借り）

５，２２２ １．７

計 ３１１，１９８ １００

（令和２年国勢調査報告）

名称 戸数

常盤台けやき苑

中台けやき苑

成増けやき苑

桜川けやき苑

小豆沢けやき苑

大谷口上町けやき苑

新蓮根団地（ＵＲ）

蓮根三丁目第３（都住）

西台一丁目シルバーピア３

号棟（都住）

西台一丁目シルバーピア５

号棟（都住）

１９

２８

２８

３０

３０

２３

３３

１５

２０

１９

計 ２４５



情報公開 ・ 個人情報保護

‐32‐

より開かれた区政を実現するとともに、個人情報の保護に努めることにより、区民と区と

の信頼関係を一層深めるため、公文書の公開、自己情報の開示、その他の情報提供などを

行っています。

１ 情報公開制度の実施状況

年度
項目

令和２年度 令和３年度 令和４年度

公文書の公開請求 １，９７９ １，９６８ ２，３１３

（各年度末・件数）

２ 個人情報保護制度の実施状況

年度
項目

令和２年度 令和３年度 令和４年度

自己情報の開示等の請求
個人情報を取り扱う業務の登録
特定個人情報等を取り扱う事務の登録

３１１
４０５

５１

３６５
４１６

５１

３９８
４３０

５１

（各年度末・件数）

３ 区政資料室の利用状況

年度
項目

令和２年度 令和３年度 令和４年度

行政資料貸出（冊）
視聴覚資料貸出（点）
有償頒布（冊）

３７
０

５７７

５７
０

４６２

６５
４

５７１

（各年度末）



１ 日 の 統 計

出生届出件数
１０．１人
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死亡届出件数
１５．５人

結婚届出件数
８．０件

離婚届出件数
２．２件

転入届出件数
１０６．７人

転出届出件数
１０７．２人

ごみ収集量（区収集分）
２９５．３トン

乗車人員
ＪＲ板橋駅 27,524人
地下鉄高島平駅 12,158人
東上線成増駅 23,546人
地下鉄成増駅 20,251人

交通事故件数(人身事故)
２．３件

刑法犯認知件数
７．１件

救急車出動件数
８６．１件

火災発生件数
０．３７件

（令和３年）

※１．年間及び年度間の数値を日数で割った数値である。
２．「ごみ収集量」の区収集分とは、「可燃ごみ」「不燃ごみ」「粗大ごみ」の合計分を指す。
３．「ごみ収集量」「乗車人員」のみ年度で算出している。



１ 人 、１ 世 帯 の 統 計
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各 駅 別 乗 車 人 員
（令和３年度１日平均 単位：人）

世帯人数

１世帯当たり１．８人

（令和５年１月１日）

特別区民税（個人）負担額

１世帯当たり１３８，３５８円

１人当たり ７６，６４４円

（令和３年度）

医療施設数

４０８．３世帯当たり

７２５．５人当たり

１か所

（令和４年６月１日）

公園面積

１人当たり３．３２㎡

（令和４年４月１日）

ごみ収集量（区収集分）

１世帯当たり０．３４ｔ

（令和３年度）

１．法改正に伴い、外国人住民が含まれた世帯数・人口で算出した。
２．「特別区民税（個人）負担額」は令和３年1月1日現在、「ごみ収集量（区収集
分）」は令和４年１月１日現在の住民基本台帳による世帯数もしくは人口で算出した。
３．ごみ収集量の「区収集分」とは、「可燃ごみ」「不燃ごみ」「粗大ごみ」の

合計分を指す。

都営地下鉄三田線

新 板 橋
板橋区役所前
板 橋 本 町
本 蓮 沼
志 村 坂 上
志 村 三 丁 目
蓮 根
西 台
高 島 平
新 高 島 平
西 高 島 平

１２，１７３
１４，６３１
１５，２３２
１０，４０３
１２，７６８
１３，２４０

８，２２１
１０，７３５
１２，１５８

４，１６０
５，５９９

計 １１９，３２０

東武東上線

下 板 橋
大 山
中 板 橋
と き わ 台
上 板 橋
東 武 練 馬
下 赤 塚
成 増

６，８７０
２０，９９６
１１，９８７
１９，０２２
２１，１２６
２４，０４１

６，７６３
２３，５４６

計 １３４，３５１

ＪＲ埼京線

板 橋
浮 間 舟 渡

２７，５２４
１８，３２６

計 ４５，８５０

東京メトロ有楽町線

地 下 鉄 成 増
地 下 鉄 赤 塚
小 竹 向 原

２０，２５１
１６，７０７
１１，８２８

計 ４８，７８６

東京メトロ副都心線

小 竹 向 原 ８，４２８

計 ８，４２８

１．一日平均乗車人員は乗車人員を営業日数で割ったもので、端数は
四捨五入している。ただし、ＪＲ埼京線は一日平均乗車人員に営
業日数を乗じて乗車人員を算出している。

２．下板橋駅の所在地は、豊島区である。
３．地下鉄赤塚駅及び小竹向原駅の所在地は、練馬区である。
４．板橋駅及び浮間舟渡駅の所在地は、北区である。



２３区の比較
１ 土地と人口

（１）面積

最 大 大田区 ６１．８６㎢

９ 位 板橋区 ３２．２２㎢

最 小 台東区 １０．１１㎢
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（２）人口

最 大 世田谷区 ９１６，２０８人

７ 位 板橋区 ５６７，２１４人

最 小 千代田区 ６７，０４９人

（３）高齢化率

最 大 足立区 ２４．５％（169,573人）

４ 位 板橋区 ２３．１％（131,702人）

最 小 中央区 １４．６％ （ 25,519人）

※特別区の統計
令和５年版 ６５歳以上の高齢者の割合

※特別区の統計 令和４年版 ※特別区の統計 令和４年版

（４）就業者数

最 大 世田谷区 ３９３，３６２人

７ 位 板橋区 ２３６，６４１人

最 小 千代田区 ２８，５５４人

※総務省統計局「令和２年国勢調査結果」

（５）合計特殊出生率

最 大 中央区 １．３１

最 小 板橋区 ０．９２

※東京都福祉保健局
「令和４年区市町村別合計特殊出生率の順位」

（６）外国人数

最 大 新宿区 ４０，２７９人

６ 位 板橋区 ２８，３７２人

最 小 千代田区 ３，３５３人

※東京都総務局統計部
「住民基本台帳による世帯と人口」
令和５年４月１日

２ 住居

（１）住居総数

最 大 世田谷区 ５２１，１１０戸

７ 位 板橋区 ３３６，２８０戸

最 小 千代田区 ４１，７００戸

※総務省統計局
「平成３０年 住宅・土地統計調査報告」

（２）１住宅あたりの延べ面積

最 大 葛飾区 ６９．７１㎡

1８位 板橋区 ５６．９７㎡

最 小 豊島区 ５１．８５㎡

※総務省統計局
「平成３０年 住宅・土地統計調査報告」

（３）着工住宅数

最 大 世田谷区 ８，０４４戸

５ 位 板橋区 ６，１６３戸

最 小 千代田区 ７００戸

※東京都都市整備局市街地建築部
「建築統計年報 2022版」

（４）公共賃貸住宅数

最 大 足立区 ４４，７６５戸

４ 位 板橋区 ２７，０３９戸

最 小 千代田区 １，３０８戸

※東京都住宅政策本部
「事業概要 令和４年版」
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（３）都市公園総数

最 大 大田区 ５０９

６ 位 板橋区 ３４５

最 小 千代田区 ２３

※東京都建設局公園緑地部
「公園調書（令和４年４月１日現在）」

（４）区民１人あたりの都市公園面積

最 大 江戸川区 ５．３２㎡

８ 位 板橋区 ３．２５㎡

最 小 豊島区 ０．７０㎡

※東京都建設局公園緑地部
「公園調書（令和４年４月１日現在）」

３ 道路・公園

（１）公道延長

最 大 世田谷区 １，１８７，１７５ｍ

７位 板橋区 ７４０，１９０ｍ

最 小 千代田区 １７５，５０８ｍ

※東京都建設局道路管理部
「東京都道路現況調書 令和４年度」

（２）道路率

最 大 中央区 ２９．８％

11 位 板橋区 １８．２％

最 小 大田区 １２．３％

※東京都建設局道路管理部
「東京都道路現況調書 令和４年度」

（３）病院・一般診療所の病床数

最 大 板橋区 ９，７９８床

最 小 台東区 １，１６２床

※東京都福祉保健局
「福祉・衛生統計年報 （令和３年度）」

（４）病院・一般診療所の施設数

最 大 世田谷区 ９２８施設

15位 板橋区 ４２５施設

最 小 荒川区 １９９施設

※東京都福祉保健局
「福祉・衛生統計年報 （令和３年度）」

４ 保健

（１）医師数

最 大 新宿区 ５，０３３人

４位 板橋区 ２，５５８人

最 小 台東区 ４７８人

※東京都福祉保健局
「福祉・衛生統計年報（令和３年度)」

（２）看護師数

※東京都福祉保健局
「福祉・衛生統計年報（令和３年度）」

５ 福祉

（１）生活保護の保護率

最 大 台東区 ３７．１‰

３ 位 板橋区 ３１．０‰

最 小 中央区 ７．０‰

※東京都福祉保健局
「福祉・衛生統計年報 （令和３年度）」

（２）保育所施設総数

最 大 世田谷区 ２１４施設（定員18,277人）

９ 位 板橋区 １４１施設（定員12,593人）

最 小 千代田区 ２４施設 （定員 1,917人）

※東京都福祉保健局
「福祉・衛生統計年報（令和３年度）」

最 大 板橋区 ８，０９３人

最 小 台東区 １，４５７人
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（３）国民健康保険被保険者世帯数

最 大 世田谷区 １３１，７２７世帯

７ 位 板橋区 ８５，６９５世帯

最 小 千代田区 ７，８９８世帯

※東京都福祉保健局保健政策部
「令和２年度 国民健康保険事業状況」

（４）介護保険１号被保険者数

最 大 世田谷区 １８７，５８３人

６ 位 板橋区 １３２，４５４人

最 小 千代田区 １１，４０４人

※特別区の統計 令和４年版

６ 環境

（１）ごみ種別収集・持込量

最 大 世田谷区 １７７，８５０．４１ｔ

６ 位 板橋区 １０４，８２８．０５ｔ

最 小 千代田区 １５，４８９．２７ｔ

※東京二十三区清掃一部事務組合
「清掃事業年報 令和３年度」

（２）リサイクル資源回収量

最 大 世田谷区 ４８，９５４．０３４ｔ

８ 位 板橋区 ２９，６９３．４５７ｔ

最 小 千代田区 ５，６９３．３４１ｔ

※特別区清掃リサイクル主管課長会リサイクル分科
会・統計作業検討部会
「清掃事業年報別冊 令和３年度Ⅲリサイクル編」

７ 教育

（１）小学校数

最 大 江戸川区 ７0校（児童数33,199人）

６ 位 板橋区 ５２校（児童数24,320人）

最 小 千代田区 １１校 （児童数 5,145人）

（２）中学校数

最 大 世田谷区 ５０校（生徒数20,738人）

７ 位 板橋区 ２７校（生徒数11,605人）

最 小 中央区 ５校 （生徒数 2,155人）

（３）高等学校数

最 大 世田谷区 ３６校（生徒数23,610人）

13位 板橋区 １２校（生徒数10,154人）

最 小 中央区 ２校 （生徒数 1,242人）

※東京都総務局統計部
「学校基本調査報告 令和４年度」

※東京都総務局統計部
「学校基本調査報告 令和４年度」

※東京都総務局統計部
「学校基本調査報告 令和４年度」

（４）幼稚園数

最 大 世田谷区 ６２園 （園児数8,017人）

８ 位 板橋区 ３３園 （園児数 4,852人）

最 小 千代田区 １２園 （園児数 1,105人）

※東京都総務局統計部
「学校基本調査報告 令和４年度」

（５）図書館数

最 大 世田谷区 ２４館

９位 板橋区 １２館

最 小 中央区 ３館

※特別区の統計 令和４年版

（６）図書館蔵書数

最 大 杉並区 ２，１１８，４９２冊

６ 位 板橋区 １，７０３，５８９冊

最 小 千代田区 ６００，６７７冊

※特別区の統計 令和４年版
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